
（平成23年７月31日現在）
（※　この欄には記入しないでください。）

5 6 7 8 9 10

◆　調査票記入調査票記入調査票記入調査票記入にあたってのおにあたってのおにあたってのおにあたってのお願願願願いいいい
・　太枠で囲まれた部分が回答欄です。選択番号がある場合は、○で囲み空欄の場合は数字等を記入してください。
・　調査事項は、特にことわりのない限り、７月31日現在の状況を回答してください。
・　ご記入いただいた調査票は、同封の返信用封筒に入れ、９月30日（金）までに投函してください。

１　企業全体の現況

  《  《  《  《設問設問設問設問２２２２以下以下以下以下はははは、、、、企業全体企業全体企業全体企業全体ではなくではなくではなくではなく貴事業所貴事業所貴事業所貴事業所についてについてについてについて記入記入記入記入してくださいしてくださいしてくださいしてください。》。》。》。》
　　　本社等で一括記入する場合でも、調査対象になっている事業所について記入してください。

２　事業所の現況

（〒　　　－　　　　）

人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人

※　派遣労働者数は、派遣労働契約により派遣元会社から派遣されている労働者がいる場合に記入してください。
※　この設問２以外は、派遣労働者は含めず、常用労働者についてのみ記入してください。

秘秘秘秘 新潟県・新潟市賃金労働時間等実態調査票【事業所票】

3

5,000万円

4

1億円

新潟県統計報告

5

300 人 1,000万円

労働組合の有無 1  な い

常用労働者数

①＋②＋③

登録第23-1号

 あ る

男　性

3

「「「「記入要領記入要領記入要領記入要領」」」」をごをごをごをご参考参考参考参考のののの上上上上、、、、調査票調査票調査票調査票をごをごをごをご記入記入記入記入くださいくださいくださいください。。。。

※ ※ ※ ※ 常用労働者常用労働者常用労働者常用労働者９９９９人以下人以下人以下人以下のののの事業所事業所事業所事業所はははは、、、、回答回答回答回答のののの必要必要必要必要はありませんはありませんはありませんはありません。。。。
　　　　おおおお手数手数手数手数ですがですがですがですが、、、、右右右右のののの「「「「９９９９人以下人以下人以下人以下」」」」のののの欄欄欄欄ににににチェックチェックチェックチェックしてしてしてして、、、、同封同封同封同封のののの返信用封筒返信用封筒返信用封筒返信用封筒でででで返送返送返送返送してくださいしてくださいしてくださいしてください。。。。
　　　　なおなおなおなお、、、、そのそのそのその旨各旨各旨各旨各おおおお問問問問いいいい合合合合わせわせわせわせ先先先先までまでまでまで電話電話電話電話でごでごでごでご連絡連絡連絡連絡いただいてもいただいてもいただいてもいただいても結構結構結構結構ですですですです。。。。

～～～～
30 50 100

1 2

資本金または出資金

９人以下

1,000 万円

4 1 2 5

3億円

企業全体の常用労働者数

10
～ 未満 ～ 以上～ ～

氏
フリ

　名
ガナ

29人 49人 99人 299人

事業所名

所在地

業種又は
主要製品名

2

5,000万円未満 １億円未満

FAX

３億円未満

② うち障害者数 ③

※
派遣労働者数

うち一般労働者数 うちパートタイム
労働者数正社員数 その他

① うち障害者数 うち障害者数

企業規模

1～4 11

所　属 TEL

　この調査票は、統計的に処理する以外の目的に使用することはな
く、調査内容が外部に漏れることは一切ありませんので、個人情報
は守られます。

事業所番号 市町村ｺｰﾄﾞ 産業分類

記入担当者

計

女　性

1



３　初任給
　平成23年度の新規学卒者の初任給額・採用者数を記入してください。
　・　平成23年度、貴事業所に採用がなかった区分については空欄のままにしてください。
　・　金額は、所定内賃金から、家族手当、住宅手当、食事手当、物価手当、通勤手当を除いた額を記入してください。

，
円 人

，
円 人

，
円 人

，
円 人

，
円 人

，
円 人

人 人

，
円 人

，
円 人

人 人

４　労働時間制度
　(1)　１日・１週・１年あたりの所定労働時間

①　１日 ②　１週 ③　１年

時
間

分
時
間

 分
時
間

分

 
　(2)　変形労働時間制を採用していますか。 (3)　採用している形態を2つまで選択してください。

 →(3)へ １ヶ月（４週間）単位の変形労働時間制

 →(4)へ １年単位の変形労働時間制

 フレックスタイム制  

 1週間単位の非定型的変形労働時間制

　(4)　以下の週休制の形態のうち、最も近いのはどれですか。（１つだけ○）

　　　１年単位の変形労働時間制を採用している事業所は、「７　休日カレンダー」を選択してください。

　　 ※　(　)内は、年間週休数の目安

５　年間休日数             
　平成23年または平成23年度について記入してください。

　(1)　年間休日数を記入してください。
・　調査期間のカレンダーは、記入要領（13ページ）を参照してください。

日

日

・　ない場合は「０」を記入してください。
・　週休日、国民の祝日を含めた日数を記入してください。

日

６　年次有給休暇
　平成22年または平成22年度について記入してください。

〔記入方法〕
①　年休簿から労働者を抽出します。

　　抽出の方法は、記入要領（５ページ）をご参照ください。

1

2

3

4

7

うち県外短大・高専出身者数→

3 4

，

うち県外短大・高専出身者数→

，
円

ゴールデンウィーク 日

6

　(2)　３日以上の連続休暇があれば、日数を記入してください。 年末年始

・　労働者の種類、職種などにより年間休日数が異なる場合は、最も多くの常用労働者
に適用されるものを記入してください。

その他（週休1日半
制、週休1日制等何
らかの形での週休2
日制でない場合）

隔週週休２日制
（78日）

月２回週休２日
制
（76日)

月１回週休２日
制
（64日)

1

年間休日数計

日
②　抽出した労働者について各個人の年休付与日数（前年前年前年前年のののの繰越分繰越分繰越分繰越分をををを除除除除
くくくく）、）、）、）、年休取得日数年休取得日数年休取得日数年休取得日数をそれぞれをそれぞれをそれぞれをそれぞれ合計合計合計合計してくださいしてくださいしてくださいしてください。。。。

年休取得日数の総計

2

完全週休２日制
（105日)

月３回週休２日
制
（88日）

夏季休暇
（お盆休み含む）

年休を付与されている
常用労働者数（抽出後）

休日カレンダー

5

高校卒

中学卒

生　　産

人円

 (30人未満の小売業、旅館、料理店、飲食店のみが該当）

うち県外大学出身者数→

専門学校卒

うち県外大学出身者数→

人

2 採用していない

短大卒
高専卒

大学卒

　複数の制度を採用している場合、または、日によって労働時間が異なる場合は、最も多くの労働者に、最も多く適用さ
れている労働時間を記入してください。

人

日
年休付与日数の総計
((((前年繰越分前年繰越分前年繰越分前年繰越分をををを除除除除くくくく))))

1 採用している

事務・技術

2



７　特別休暇制度
　年次有給休暇とは別に、下記のような特別休暇制度を導入していますか。

・　労働契約・就業規則等に定めていない場合や、無給の場合も含みます。導入しているものすべてに○。

・　「５　その他」に該当する場合は、貴事業所で導入しているすべての特別休暇を記載してください。

リフレッシュ休暇

ボランティア休暇

自己啓発のための休暇

男性の育児参加のための休暇 （　　　　）人

その他 →

８　育児休業制度

(2)　取得可能な休業期間はいつまでですか。         

　→　(2)へ  １歳６か月まで(法定どおり)

　→　「９　介護休業制度」へ  １歳６か月超 ２歳に達するまで

 ２歳超 ３歳に達するまで

 ３歳超 小学校就学まで

 その他（                  ）

　(3)　育児休業中の賃金の支払い状況をお答えください。
※　雇用保険の育児休業給付金は除きます。

 支給あり

 支給なし

　(4)　育児休業制度の利用状況についてお尋ねします。（いない場合は「０」を記入してください。）

９　介護休業制度
　(1)　介護休業制度を労働協約・就業規則等に定めてありますか。

　→　(2)へ

　→　「１０　仕事と家庭の両立のための支援制度」へ

　(2)　取得可能な休業期間はいつまでですか。       (3)　介護休業中の賃金の支払い状況をお答えください。
※　雇用保険の介護休業給付金は除きます。

 １年以上

 その他（                  ）

　(4)　平成22年7月1日から平成23年6月30日までの介護休業の取得者数を記入してください。

（いない場合は、「０」を記入してください。）

人 人

 

2

3

出
産
者

女　性
①　「出産者」　平成22年7月1日から平成23年6月30日までに子どもが生まれた
　労働者(男性の場合は配偶者が出産した場合）の数を記入してください。

　な　い

5

2

取
得
者

女   性 男　性

女　性 男　性

2

2
 ６ヵ月を超え１年未満

 
人

男　性

 
人

 
人

 支給なし
3

4

5

②　「取得者」　①のうち、平成22年7月1日から平成23年6月30日までに育児休業を
　開始した者の数を記入してください。（育児休業の申し出をしている者を含む）

1  通算９３日まで（法定どおり)
1  支給あり

2  ９３日を超え６ヵ月以内

1

4

1

4

5

な　い

あ　る1 1

3

　(1)　育児休業制度を労働協約・就業規則等に
　　定めてありますか。

具体例

・　「４　男性の育児参加のための休暇」に該当する場合は、平成22年または平成22年度について取得者の人数を記載
　してください。

 
人

1 　あ　る

2

2

3



１０　仕事と家庭の両立のための支援制度
　　労働協約・就業規則等に定めていない場合も含みます。

(2)　どのような制度がありますか。

　　　　　　　　育児育児育児育児・・・・介護介護介護介護、、、、それぞれそれぞれそれぞれそれぞれ採用採用採用採用しているものにしているものにしているものにしているものに○○○○

　あ　る 　→　(2)へ

　な　い 　→　「11　賃金の支払い形態」へ 　勤務時間短縮制度

　フレックスタイム制度

　始業・終業時刻の繰下げ・繰上げ

　経費の援助措置

　再雇用制度

　所定外労働の免除

　転勤・配置転換の際の配慮

　事業所内託児所

　子どもの看護のための休暇

１１　賃金の支払い形態
賃金の支払い形態別の常用労働者数を記入してください。
・　合計の人数は１ページ目の「２　事業所の現況」の常用労働者数と一致します。
・　派遣労働者は含めないでください。
・　「日給月給制（欠勤その他労働しなかった日数分だけ賃金を差し引くという形の月給制）」は「月給制」に該当します。
・　「４　年棒制」の場合は、対象者の職種を記入してください。

対象者の職種

人 人 人 人 人

１２　定年制
　　定年制についての状況を記入して下さい。                               
　 「１　あり」の場合は、(a)定年延長の予定、(b)継続雇用制度の両方について回答してください。

　あり　(　　　　歳　) (a)　定年延長の予定  あり（　     歳）

　なし  なし

 不明

(b)　継続雇用制度  再雇用

 勤務延長

 再雇用・勤務延長の併用

 その他

1 　あり

2 　なし

2

3

77

5

4

1

4

2

4　年俸制 5　その他

6

ごごごご協力協力協力協力ありがとうございましたありがとうございましたありがとうございましたありがとうございました

2

介　護

2

3

1

1

育　児

8

3

5

6

2

3

1

1

9

1

1　時給制 2　日給制 3　月給制

2

(1)　働きながら、育児・介護する従業員に
　対する支援制度はありますか。

4

4


